
　技能検定の1級・単一等級合格者を受験対象とした指導方法の試験は毎年実施しています。 

実技試験及び関連学科試験（系基礎学科・専攻学科）を行う職種はその年ごとに東京都で選定します。

身分証明書等⑥

長期養成課程の指導員養成訓練修了者

短期養成課程の指導員養成訓練修了者
（職業能力開発総合大学校の長が認める者）

免許職種に関し応用課程又は特定応用課程の高度職業訓練修了者

免許職種に関し専門課程又は特定専門課程の高度職業訓練修了者

合格と認められる科目
について免除
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短期養成課程の指導員養成訓練修了者
（職業能力開発総合大学校の長が認める者）

免許職種に関し応用課程又は特定応用課程の高度職業訓練修了者

免許職種に関し専門課程又は特定専門課程の高度職業訓練修了者

合格と認められる科目
について免除



（※1） （※1）

（※1）

（※1）一級大型自動車整備士、一級小型自動車整備士を含む。

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者の免状を
有する者、エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者(エネルギー管理士の試
験及び免状の交付に関する規則第二十九条の表の試験区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理士試
験に合格した者又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理研修を修了した者
に限る。以下この項において同じ。)、建設業法施行令による電気工事施工管理の技術検定の合格証明書を有する者又
は電気工事士法による第一種電気工事士の免状を有する者

電気工事士法による第一種電気工事士の免状を有する者

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者
の免状を有する者又はエネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者

電　気　工　事　科

（電気工事）

電気事業法施行規則による第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者若しくは第三種電気主任技術者の免状
を有する者、航空機製造事業法施行規則の一部を改正する省令（昭和54年通商産業省令第52号。以下この項に
おいて「昭和５４年省令」という。)による改正前の航空機製造事業法施行規則による電気機器国家試験の合格証を
有する者又はエネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理士免状を有する者（エネルギー管理
士の試験及び免状の交付に関する規則第 29 条の表の試験区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理
士試験に合格した者又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理研修を修了
した者に限る。以下この項において同じ。）

免　許　職　種

令第７１号。以下この項において「昭和４８年省令」という。)による改正前の航空機製造事業法施行規則による電子機
器国家試験の合格証を有する者

自動車整備士技能検定規則による一級四輪自動車整備士、二級ガソリン自動車整備士、二級ジーゼル自動車整備
士、二級三輪自動車整備士又は自動車車体整備士の技能検定の合格証書を有する者（※1）

又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる熱分野専門区分のエネルギー管理研修を修了した者に限る。以下こ
の項及びボイラー科の項において同じ。）

情報処理技術者試験規則の規定によるシステム監査技術者試験、アプリケーションエンジニア試験、ネットワークスペ
シャリスト試験若しくは第一種情報処理技術者試験又は情報処理技術者試験規則の一部を改正する省令（平成６年通商
産業省令第１号。以下この項において「平成６年省令」という。）による改正前の情報処理技術者試験規則による情報処理
システム監査技術者試験、特種情報処理技術者試験若しくはオンライン情報処理技術者試験の合格証書を有する者
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は平成６年省令による改正前の情報処理技術者試験規則による情報処理システム監査技術者試験若しくは特
種情報処理技術者試験の合格証書を有する者
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士の試験及び免状の交付に関する規則第 29 条の表の試験区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理
士試験に合格した者又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる電気分野専門区分のエネルギー管理研修を修了
した者に限る。以下この項において同じ。）
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士、二級三輪自動車整備士又は自動車車体整備士の技能検定の合格証書を有する者（※1）

又は同規則別表第一の研修区分の欄に掲げる熱分野専門区分のエネルギー管理研修を修了した者に限る。以下こ
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種情報処理技術者試験の合格証書を有する者


